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要旨 

 

プラザ合意以降に急激に進んだ円高の進行と 90 年代の長期にわたる不況は日本経済に

おける既存の企業システム、特に大企業と中小企業との間の取引関係を変容させた。日本

の中小企業は 90 年以降、かつてないほどの厳しい経営環境に直面したが、その中でそれぞ

れの企業は、新技術・新製品の開発をはじめコストダウン、省力化、経営体質の改善など

様々な努力を続けながら、海外進出・海外調達にも積極的な取り組みを行っている。企業

のグローバル化には、第１段階として「輸出入の直接取引」、第２段階として「海外企業と

の外注取引」、第３段階として「海外合弁子会社の設立」、第４段階として「海外子会社の

設立」があるが、中小企業の状況を調査した平成 10 年の商工実態調査を見ると中小企業の

グローバル化は大企業に比して依然として低水準であることが明らかになった。企業のグ

ローバール化は、従来から Dunning のＯＬＩ理論にもとづいて企業特殊資産により説明さ

れてきたが、本研究では、企業特殊資産に加えて、企業間取引の存在、ネットワークを中

心としたＩＴ技術の導入、共同事業への参画がグローバル化の進展を促進する重要な要因

であることが明らかになった。このことから中小企業のグローバル化を促進するには、研

究開発、ＩＴ技術の導入、共同事業等を政策的に誘発することが必要であることが示唆さ

れる。その一方で、親企業の海外進出に伴う下請け関係の変容は、中小企業の生産性を抑

制する可能性があるものの、企業内の研究開発、人的資本の蓄積、ＩＴ技術の導入、企業

団体への参画、さらには海外進出による企業のグローバル化自体が逆に中小企業の生産性

を向上させる要因となりうることに着目するべきである。 
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第１節 問題の所在 

１－１. 急激な円高と長引く景気停滞 

プラザ合意以降に急激に進んだ円高の進行と 90 年代の長期にわたる不況は日本経

済における既存の企業システムを大きく変化させた。その最大の特徴が「企業のグロ

ーバル化」であろう。90 年第以降、マクロ的に見ると急速に製品輸入が増加し、日本

企業は為替リスクや貿易摩擦を回避するために対外直接投資を増やした。 

 表１-１には 85 年以降の直接投資の動向と国内製造業に関する幾つかの統計がまと

められている。直接投資の件数ならびに投資額は 87 年頃から急激に増加している。 

それに伴い、製造業における海外生産比率は 88 年の 4.9％から 2002 年の 18.2％へと

急増している。海外進出企業に限れば、海外生産比率は 37.2％と４割に迫る勢いであ

る。 

表１-１ 製造業における海外生産と国内産業の動き 

 

企業の海外への移転は、国内産業の空洞化につながると危惧されている。確かに、

表１－１の工業統計表の数値をみると事業所数も従業者数も激減しており、失業率も

90 年の 2.1％から 2002 年の 5.4％へと急増している。 

 従業者数の減少や失業率の上昇は短期的には大きな問題であるが、長期的にみると

需要構造の変化に伴い産業構造ならびに就業構造が変化するのであれば深刻な問題で

あるとは考えられない。 
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 90 年代以降の最大の問題は、日本の国際競争力を支えてきた企業間関係の変容（と

くに大企業と中小企業との下請け関係）とそれに伴う生産性の伸び悩みにあると考え

られる。表１-１の右端に示されている労働生産性をみると、90 年代の伸び率は年率

にして僅か 0.3％でしかない。 

 

１－２ 中小企業へのインパクト 

 この生産性低下の大きな要因として、85 年以降進んでいる大企業と中小企業との下

請け関係の変容が挙げられるだろう。 

表１-２ 下請中小企業比率の推移 

 

上の表１－２をみると製造業における下請け中小企業の割合は８１年以降どの産業で

も大幅な減少が観察されている。 

この近年における下請け関係の変容の要因として、大企業における直接投資に伴う

生産拠点の海外への移転が挙げられる。 

表１－３ 親企業の海外進出有無別に見た下請企業の生産高の推移 



 4

 

上の表１-３からも親企業の海外移転に伴い、下請け企業はその生産高を減らしてい

る企業が多いことがわかる。 

 このことからも予想されるように 90 年代の企業間関係の変容は、特に中小企業にお

いて影響は大きいと推察される。製造業における規模別事業所数の推移を示した表１

－４からもわかるが、事業所数の減少は大規模な事業所よりも、小規模の事業所にお

いてより深刻であることがわかる。 

表１-４ 規模別事業所数の推移（製造業） 

 

上記のような環境変化に対して中小企業は生き残りをかけて、大企業と同様に様々な

戦略を展開している。 

 

１－３ 中小企業のグローバル化と本稿のねらい 

日本の中小企業は 90 年以降、かつてないほどの厳しい経営環境に直面したが、その
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中でそれぞれの企業は、新技術・新製品の開発をはじめコストダウン、省力化、経営

体質の改善など様々な努力を続けながら、海外進出・海外調達にも積極的な取り組み

を行っている。 

本稿では、中小企業におけるグローバル化戦略について、その要因と成果について

概観する。中小企業に関する調査はこれまで小規模なアンケート調査やサーベイに限

られていたが、平成 10 年に経済産業省で調査された『商工実態調査』という大規模調

査を利用して、これまであまり分析されてこなかった中小企業の特性について実証的

な分析を行うのが、本稿のねらいである。 

 

第２節 中小企業のグローバル化 

 本節では中小企業のグローバル化について平成 10 年に調査された『商工実態調査』 

にもとづいて、中小企業の特徴を明らかにしたい。そのために、まず初めに今回利用

した調査の特徴について述べ、さらに本調査を再集計した結果をしめしたい。 

 

２－１ 利用するデータ 

本研究で利用するデータは、平成 10 年に行われた経済産業省『商工業実態基本調査』

（商工実）である。この調査は、中小企業の総合的な実態を把握するために行われて

いた『工業実態調査』ならびに『商業実態調査』を統合、再編成する形で実施された

調査の第１回目のものである。 

この調査には既存の統計にはない２つの特徴がある。 

第１の特徴はその標本範囲の広さであろう。本調査は、製造業だけでなく卸売･小売

業、飲食店に属する事業所を有する法人企業および個人企業を対象としたものである。

既存の類似した調査『企業活動基本調査』（企活）は従業者規模が 50 人以上かつ資本

金規模が 3000 万円以上の法人に対する全数調査であるが、小規模の法人ならびに個人

企業については全く調査されていない。それに対して商工実では企活で抜け落ちてい

る中小企業をも調査対象としている1。 

第２の特徴はその調査項目の多様さであろう。本調査では企業の経営組織、従業者

数、売上高および営業費用、売上高の種類、商品等の販売先、商品の仕入先などを調

査するだけでなく、下請け・外注等の企業間取引の規模、研究開発の程度、海外子会

社の有無、コンピューターの利用、共同研究活動についてなど、幅広い企業の戦略に

ついて調査されている。小規模企業を含んだ調査として経済産業省『工業統計表』や

総務省『事業所・企業統計』では、これほど幅広い企業戦略についてまでは調査され

                                                        
1 抽出率は業種別（製造業７６業種、卸売・小売業２６業種、一般飲食店８業種）、従業者

規模別（１～４人、５～９人、10～19 人、20～29 人、30～49 人、50 人～）別に区分した

層別の精度が５％以下になるように設定されている。50 人以上の企業については全数調査

で、『企業活動基本調査』の標本を利用している。 
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ていない。 

本稿の分析目的である「中小企業のグローバル化」を分析するためには、この商工

実調査の利用が不可欠で、この調査でしか出来ない分析なのである。 

 表２-１には、本研究で利用した商工実調査の産業別・規模別2標本数が示されてい

る。標本数は全部で約 20 万件でそのうち小規模企業が７万件、中規模企業が 9.3 万 

件、大規模企業が 3.6 万件におよぶ大規模な調査である。大規模企業の約６割、中規

模企業の２割強が企活調査の標本を利用しているが、それ以外はすべて商工実調査独

自の標本を利用している。 

 本稿での分析はこのうち製造業の標本１１万８千件に限定して、企業のグローバル

化の分析を行うことにする。もちろん、卸売・小売業でも仕入れや販売において直接

投資を行うなどグローバル化が観察されるが、本稿では研究開発や生産活動に伴う分

析に限定するため製造業の分析に限定したいと思う。 

 商工実調査の標本は、たとえ製造業に限定したと言っても、小規模企業６万６千件、

中規模企業５万件弱、大企業４千件強と分析を行うのに十分な標本数を確保すること

ができる。 

しかし、この良いところばかりに見える商工実調査の最大の欠点は、平成 10 年以降、

調査が行われていない点である。 

そのため今年度のプロジェクトで中小企業総合研究機構がおこなった『中小企業の

海外活動実態調査』は貴重な調査であると言える。この調査は、中小企業の海外戦略

に限定はされているが、平成 10 年以降の、直接投資の規模、仕向け先、企業内におけ

る役割、進出ならびに撤退の理由について詳細に調査したものである。 

標本の大きさは 1000 件弱であり、決して大きな調査ではないが、商工実調査の標本

を追跡して調べたもので、この調査と商工実調査を併用することが分析上有用である

と考えられる。 

 

２－２ 企業のグローバル化の背景（簡単なサーベイ） 

 企業のグローバル化といってもあいまいなのでもう少し詳しく述べよう。企業のグ

ローバル化は次のように段階を経ながら進んでいくと考えられる。 

                                                        
2規模の区分は業種によって以下のように異なる。 

製造業：-19 人（小規模企業）、20-299 人(中規模企業)、300 人-（大企業） 

 卸売業：- 4 人（小規模企業）、  5-99 人(中規模企業)、100 人-（大企業） 

小売業･飲食店：-4 人（小規模企業）、5-49 人(中規模企業)、50 人-（大企業） 
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表２－１ 商工業実態調査の標本数（平成 10 年） 
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第１段階として「取引のグローバル化」が考えられる。企業はより大きな市場を目

指して自らが生産した製品の販路を国内から海外に向けることで企業の成長をはかる

ことができる。さらに企業はより安価な原材料の調達先を目指して、それを海外に求

めることになる。そのために企業は綿密な市場調査とそれを実施する人材の育成が必

要となる。 

次に第２段階として、リスク回避ならびにディスカウントを目的とした提携や委託

加工契約にもとづく長期取引を志向することになる。部品調達において外注先として

海外企業を選択する企業が増えていくだろう。 

第３段階として、企業は、川下ならびに川上に対する垂直統合を志向し、現地企業

に出資することで合弁企業を設立することになる。現地における情報不足にともなう

リスクが存在する場合には、現地の情報に詳しいパートナーと共同出資にもとづく合

弁会社の設立が企業にとって望ましいのである。 

第４段階として、企業は独立出資の海外子会社を設立して、原材料の調達ならびに

販路の開拓を内部化するに至るのである。 

企業がこのように通常の市場を通じて取引するのではなく、委託生産、業務提携、

海外子会社の設立と取引を内部化する要因として Dunning(1981)において提唱された

ＯＬＩ理論がある。第１の要因は企業特殊資源にもとづく優位性（Ownership 

advantage）である。この経営資源としてはパテント、企業内の秘密、企業の評判など

の有形・無形の優位性がある。第２の要因は立地の優位性（location advantage）で

安い生産要素価格、輸送費、顧客とのアクセス、貿易障壁などが挙げられる。第３の

要因は内部化の優位性（internalization advantage）で市場取引での契約に伴う不確

実性などのコストなどが挙げられる。 

実証研究の多くは、このＯＬＩ理論を前提として分析されている。 

Horst(1972)ではアメリカ製造業 1191 社の企業レベルデータにもとづいて直接投資

の有無を被説明変数として、企業特殊資源の代理変数である企業規模、研究開発費、

広告費などを説明変数とする回帰分析をおこなった。その結果、企業規模のみが統計

的に有意であることを確認した。 

Caves(1982)では産業別データを用いて、産業のグローバル化は、研究開発、広告宣

伝費、研究労働者の数、製品の複雑さ、製品差別化の程度が大きいほど促進されるこ

とを示した。Grubaugh(1987)では Horst(1972)での推計をロジットモデルで分析を行

った。その結果、企業規模だけでなく研究開発費も統計的に有意となることを示した。 

 日本の企業の研究では、洞口(1992)と深尾ほか(1994)が挙げられる。 

 洞口(1992)では日本の製造業 299 社について被説明変数として海外投融資残高、在

外子会社数、海外派遣従業員数を、説明変数として企業規模、研究開発費、広告費等

をもちいた回帰分析が行われた。その結果、企業規模や研究開発費が有意な正の影響

を及ぼすことを明らかにした。一方、深尾ほか(1994)では日本の電気機械産業 34 社に
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ついて、被説明変数を海外付加価値比率、説明変数を企業規模、研究開発費、広告費、

系列ダミーなどを用いてトービットモデルに基づく分析を行った。その結果、研究開

発費は対先進国投資では正で有意だが、対途上国投資では負で有意であることを示し

た。しかしこれらの日本における実証研究では中小企業の標本が含まれていないとい

う欠点がある。それに対して本稿では商工実調査を用いて中小企業を含めた標本にも

とづく分析を行う。 

 

２－３ 中小企業のグローバル化の程度 

モデルにもとづく分析の前に、商工実データを規模別に再集計することで企業のグ

ローバル戦略とその要因について統計的に把握していきたい。製造業全体と機械製造

業について主な変数の平均値を企業規模別に集計したものが表２－２に示されている。 

グローバル化の第１段階である「製品の直接輸出ならびに直接輸入の状況」は明ら

かに大企業の方が直接輸出ならびに直接輸入を実施する割合が多いことがわかる。売

上高、仕入額に占める輸出入額の割合でみても同様の傾向が見られる。中小企業で直

接輸出入を行う企業は僅か１％しかない。直接通関手続きを行う部署を維持するには

取引量が多くないと効率的ではなく、明らかに規模の経済性が働くので自明な結果で

あろう。ただ電気機械産業では製造業全体よりも割合が若干高くなっている。 

 グローバル化の第２段階である「海外企業との継続取引」を示す外注契約では外注

契約をしている企業は大企業の方が明らかに大きい。外注を行うには外国企業の情報

をよく収集しない限りリスクを伴うものなので、やはり情報に収集しやす大企業の方

が積極的に海外企業と外注契約を結ぶのは当然のことであろう。 

 グローバル化の第３段階である「海外企業との合弁会社の設立」を示す海外関連会

社の保有あるいは企業数をみると大企業の２割が海外に合弁会社を持つのに対して中

堅企業で２％程度、小企業にいたっては０％（０件ではない）とごく僅かであること

がわかる。大企業の多くでは海外に複数の合弁会社を保有している。合弁会社の保有

国では海外合弁会社をもつ中小企業の８割以上がアジアに設立していることが特徴的

である。これは「中小企業の海外活動実態調査」で中小企業の海外進出動機として生

産コストの安さと主要取引先の要請にこたえるという回答が多かったことからも自然

な結果であると思われる。 

 最後にグローバル化の第４段階である「海外子会社の設立」を示す海外子会社ある

いは海外事業所の有無ならびに数を見ると、大企業の３割が海外に子会社を持つのに

対して中堅企業で２％程度、小企業にいたっては０％（０件ではない）とやはりごく

僅かであることがわかる。しかし合弁会社の保有と同様、海外子会社をもつ中小企業

の８割以上がアジアに設立している点に中小企業の海外進出の特徴が認められる。 
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表２－２ 製造業における主な戦略指標（平成 10 年） 
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 以上のことから、中小企業のグローバル化は、製品の直接輸出・輸入、外注取引、

海外合弁会社の設立、海外子会社の設立など、どの段階においても大企業に比べても

進展しているとはいえない。しかし海外進出している中小企業に着目するとアジアへ

の進出が８割以上をしめていることがわかった。 

 

２－４ 企業のグローバル化の決定要因 

２－４－１ 企業特殊資産 

 商工実データではＯＬＩ理論における企業特殊資産に関するデータを得ることがで

きる。（表２－２） 

 まず初めに既存の研究でも必ず利用される企業規模に関する指標として売上高、従

業者数、資本－労働比率（有形固定資産/常時従業者数）は当然のことだが、大企業ほ

ど大きく、中小企業ほど小さな値になっている。資本－労働比率で小企業と中堅企業

の差が小さいのは、有形固定資産のデータが法人企業についてしか得ることが出来な

いため、多くの小企業のデータが脱落してしまうためである。 

 研究開発関連の指標であるが、これより大企業の６割、中堅企業の２割、小企業の

１割が研究開発を行っており、売上に占める研究開発費の割合は、大企業が４％、中

堅企業と小企業がともに２％程度であることがわかる。 

 工業所有権をみると大企業の５割、中堅企業の１割、小企業の 0.5 割が工業所有権

を保有していることがわかる。工業所有権を特許件数、実用新案件数、意匠権数に分

けて平均件数を見ると圧倒的に大企業が数多くの工業所有権を持っていることがわか

る。 

 人的資本に関する変数としてはパート労働比率（＝パート労働者数/従業者数）が利

用可能だが、これは中小企業のほうが大きく、人的資本蓄積という意味でも中小企業

の特殊資産は相対的に小さいことがわかる。 

 以上のことから企業特殊資産の保有量からみると中小企業は大企業に比べて明らか

に少なく、この意味からもグローバル化の進展は小さくなることが予想される。 

 

２－４－２ 企業間取引 

 今回実施された「中小企業の海外活動実態調査」からも直接投資を行った理由とし

て主要取引先の要請、販路の拡大、外注企業の充実が挙げられていたが、他の企業と

の企業間取引が盛んな企業ほど海外直接投資を行う傾向があると考えられる。 

 企業間の継続取引の指標として外注取引、受注取引のデータを得ることができる。 

 外注取引は通常、大企業でその割合が大きいと考えられる。確かに大企業の７割が

外注取引を行い、取引先は平均 102 社にのぼっている。一方、中小企業でも外注は 41

～58％の企業が導入しているが、取引企業数は 8.8～27.5 社とそれほど多くない。 

 受注取引は逆に中小企業でその割合が大きいと考えられる。確かに中小企業の６割
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が受注取引を行い、売上に占める割合も３割以上と大きい。しかも受注のうち６割が

親企業からの下請けである。一方、大企業では24％の企業が受注取引を行っているが、

その売上に占める割合は１％と僅かである。 

 

２－４－３ その他の要因 

 企業特殊資産、企業間取引以外の要因としてＩＴ技術の導入、共同事業への参加、

団体加入もグローバル化を促進すると考えられる。ＩＴ技術の導入で情報収集のコス

トが低下するだろうし、共同事業や団体に中小企業が参加することは参加者が情報を

共有しあうことになる。ともに情報収集のコストを低減させ、グローバル化に伴うリ

スクを減らすことから、企業のグローバル化を促進しうるものであると考えられる。 

 ＩＴ技術の浸透も重要な変数であろう。商工実調査ではパソコンの台数、コンピュ

ータネットワークの利用、情報システムの利用について調査されているが、ここでは

従業者一人あたりのＰＣ台数とネットワークの導入率が示されている。 

 ＰＣの台数で見ると大企業が一人あたり 0.25 台であるのに対して、中小企業は約半

分の 0.116～0.125 台に過ぎない。ネットワーク導入に至っては大企業の 76％がネッ

トワークを導入しているのに、中堅企業では 34％、小企業では 11％でしか浸透してい

ないことがわかる。 

 共同事業（受注、仕入、開発等の共同化）も団体加入（商工会等）もともに中小企

業の方が積極的である。 

 

２－５ 企業のグローバル化の成果 

 では企業のグローバル化は企業のパフォーマンスにどのような影響をもたらすので

あろうか。輸出取引ならびに直接投資を行う企業は、競争にさらされることでＸ非効

率が低下するし、フラグメンテーションなど効率的な事業立地が可能となることで生

産性は向上すると考えられる。 

 そこで効率性の指標として労働生産性（売上/従業者数）と利潤率（営業利益/売上）

を算出した。 

 これを見ると、労働生産性をみると大企業＞中堅企業＞小企業のような関係が明ら

かであるが、利潤率については逆に大企業＜中堅企業＜小企業のような弱い関係が認

められる。 
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第３節 グローバル化促進の要因分析 

 本節では、前節で概観した中小企業と大企業とのグローバル化の差異を理論モデル

にもとづいて分析して、グローバル化の要因に関する計量経済学的な分析を行う。 

３－１ 分析モデル 

企業 i が戦略 j を選択した場合の利潤πijが次に示す Cobb-Douglas 型利潤関数 

lnπij=G(wj,qi,zi)=β0+lnwj’βw+lnqi’βy+zi’βz+uij 

   ただし lnwj：要素価格ベクトル、lnqi：生産量ベクトル、zi：企業特殊ベクトル 

であらわされるとする。 

 企業iの最適戦略j*は諸戦略j=1,…,Jの中で最も大きな期待利潤を得られる選択肢

 πij*=maxj πij(w,q,z,u) 

である。 

 いま、企業 i がグローバル化戦略を選択する場合を１、選択しない場合を 0 とおく

と、グローバル化戦略を選択する確率は 

 P(Yi=1)=P(πi1＞πi0) 

        =P[u0i-u1i＜βw(lnw1－lnw0)＋(βy1－βy0)lnqi＋(βz1－βz0)zi] 

  =F[βw(lnw1－lnw0)＋(βy1－βy0)lnqi＋(βz1－βz0)zi] 

       ただし、Ｆ(・)は u0i-u1iの累積密度関数である。 

となり、この残差の確率密度関数として極値分布を仮定したものが Logit モデルであ

る3。 

 本稿のモデルでは直接投資先の情報がないので要素価格に関するパラメタβw につ

いては識別できないが、生産量に関するパラメタβq の選択肢間の差ならびに企業特

殊資産等に関する利潤関数のパラメタβz の選択肢間の差について識別することが出

来る。 

 実際の推定では被説明変数であるグローバル戦略 Yi と説明変数である qi, zi を具

体的にデータと対応付けする必要がある。本研究では以下のように対応付けを行った。 

 グローバル戦略：直接輸出・輸入、外注の海外取引、海外合弁企業、海外子会社 

 生産量ならびに財の多様性：売上高、財の多様性、資本集約率 

 企業特殊資産：研究開発費/売上、特許件数、実用新案、意匠権、パート労働 

 企業間取引：外注取引率、受注取引率、下請率 

 その他：ＰＣ台数/従業者数、ネットワーク導入率、共同事業参加項目数、団体加入

                                                        
3 選択肢が３つ以上ある場合でも容易に応用できるのが logit モデルの利点である。

Mcfadden(1974)はもし互いに独立に極値分布をする確率誤差 uij を前提にすると、企業 i が

戦略ｊを選択する確率が
∑ ∑

∑
=

j k
kk

k
kk

ij jX

jX
P

)(lnexp

)(lnexp

β

β
で与えられることを示した。 
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項目数、海外子会社数 

 

３－２ 推定結果 

推定結果は表３－１から３－３に示されている。 

３－２－１ 直接輸出・輸入 

 直接輸出を促進要因としては、売上規模、生産物の多様性、研究開発、人的資本の

蓄積、ネットワークの導入、海外子会社の保有が有意な効果を持つことが確認された。 

一方、特許件数、受注取引、下請取引、団体加入は、逆に国内での取引を促進させる

要因となっている。 

 次に、直接輸入の促進要因としては、売上規模、生産物の多様性、研究開発、外注

取引、ネットワークの導入、海外子会社の保有が有意な効果を持つことが確認された。 

一方、受注取引、下請取引、団体加入は、逆に国内での取引を促進させる要因となっ

ている。 

３－２－２ 海外企業への外注導入 

 海外企業との外注契約を促進させる要因としては、売上規模、生産物の多様性、研

究開発、実用新案件数、外注取引量、ネットワークの導入、団体加入、海外子会社の

保有が有意な効果を持つことが確認された。 一方、特許件数、受注取引、下請取引、

は、逆に国内企業との外注取引を促進させる要因となっている。 

３－２－３ 合弁海外子会社の設立 

 海外関連会社の設立を促進させる要因としては、売上規模、生産物の多様性、研究

開発、特許件数、実用新案件数、外注取引量、ＰＣ台数、ネットワークの導入、共同

事業加入が有意な効果を持つことが確認された。一方、下請取引の存在は、逆に海外

合弁会社の設立を阻害する要因となっている。 

３－２－４ 海外子会社の設立 

 海外子会社の設立を促進させる要因としては、売上規模、生産物の多様性、研究開

発、特許件数、実用新案件数、外注取引量、ネットワークの導入が有意な効果を持つ

ことが確認された。一方、下請取引の存在は、逆に海外子会社の設立を阻害する要因

となっている。 

 

以上のことから企業のグローバル戦略を促進させる要因として、従来からとりあげら

れていた企業規模、企業特殊資産（研究開発や特許など）だけでなく、ＩＴ技術の普

及や団体加入・共同事業の参加、安い部品の調達を意図した企業間取引（外注取引）

の存在が重要であったことがわかる。その一方で下請け取引関係は、グローバル化を

阻害する要因として常に有意であった。これより近年生じている大企業による下請け

関係の見直しは、中小企業のグローバル化を促進するものであると予想される。 
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表３-１ グローバル化戦略の決定要因（その１） 
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表３-２ グローバル化戦略の決定要因（その２） 
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表３-３ グローバル化戦略の決定要因（その３） 
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第４節 中小企業のグローバル化と生産性 

 

中小企業のグローバル化ならびに大企業との下請け関係の変質は企業の生産効率に

どのような影響を及ぼしているのであろうか。 

 従来の研究では、直接投資や輸出・輸入市場への参画が企業の効率性を高めてきた

ことが確認されている。 

 その一方で下請取引関係は、日本企業の国際競争力の源泉として幾つかの研究で評

価されてきた。Urata and Kawai(2002)では、企業規模の小さい層の企業においては下

請企業比率の高い産業ほど、TFP 成長率及び TFP の水準が高いことから、下請け取引

関係がノウハウの移転を促すために生産性の向上に資することを示した。また、藤本

(2001)では、自動車産業に見られるサプライヤー・システムこそが同産業が強い競争

力を持ち続ける要因であることを示した。 

 本研究では中小企業のデータをもとにこれまで見てきた企業特殊資産、企業間取引

関係、グローバル化が労働生産性で測定される生産効率にいかに寄与しているのかを、

統計的に確認した。表 4-１には、その結果が示されている。 

表４－１ 生産性水準の決定要因 

 

上記の結果より、研究開発、特許件数、実用新案といった企業特殊資産、人的資本、

下請け等の企業間取引、ＰＣ台数やネットワーク導入率のＩＴ技術の導入、企業団体

への加入、海外子会社数で示される企業のグローバル化は、すべて企業の効率性を向
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上させる要因となりうることがわかる。 

 以上のことから、企業間取引関係の見直しによる下請け取引の減少は、中小企業の

生産性にマイナスに寄与する恐れがあるものの、企業内の研究開発、人的資本の蓄積、

ＩＴ技術の導入、企業団体への参画、さらには海外進出による企業のグローバル化は

中小企業の生産性を向上させる要因として着目するべきであろう。 

 

第５節 結論 

 

プラザ合意以降に急激に進んだ円高の進行と 90 年代の長期にわたる不況は日本経

済における既存の企業システム、特に大企業と中小企業との間の取引関係を変容させ

た。 

日本の中小企業は 90 年以降、かつてないほどの厳しい経営環境に直面したが、その

中でそれぞれの企業は、新技術・新製品の開発をはじめコストダウン、省力化、経営

体質の改善など様々な努力を続けながら、海外進出・海外調達にも積極的な取り組み

を行っている。 

企業のグローバル化には、第１段階として「輸出入の直接取引」、第２段階として「海

外企業との外注取引」、第３段階として「海外合弁子会社の設立」、第４段階として「海

外子会社の設立」があるが、中小企業の状況を調査した平成 10 年の商工実態調査を見

ると中小企業のグローバル化は大企業に比して依然として低水準であることが明らか

になった。 

企業のグローバール化は、従来から Dunning のＯＬＩ理論にもとづいて企業特殊資

産により説明されてきたが、本研究では、企業特殊資産に加えて、企業間取引の存在、

ネットワークを中心としたＩＴ技術の導入、共同事業への参画がグローバル化の進展

を促進する重要な要因であることが明らかになった。 

このことから中小企業のグローバル化を促進するには、研究開発、ＩＴ技術の導入、

共同事業等を政策的に誘発することが必要であることが示唆される。 

 その一方で、親企業の海外進出に伴う下請け関係の変容は、中小企業の生産性を抑

制する可能性があるものの、企業内の研究開発、人的資本の蓄積、ＩＴ技術の導入、

企業団体への参画、さらには海外進出による企業のグローバル化自体が逆に中小企業

の生産性を向上させる要因となりうることに着目するべきである。 
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付表１ 販路のグローバル化 
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付表２ 仕入れのグローバル化 

（１）直接輸入 
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付表２ 仕入れのグローバル化（つづき） 

（２）外注 
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付表３ 立地のグローバル化 

（１） 海外子会社等の所有状況 
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付表３ 立地のグローバル化（つづき） 

（２） 海外子会社等の所有箇所状況 
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